
平成３０年度　伊万里市立啓成中学校　学校評価結果

１　学校教育目標 ２　本年度の重点目標

領域 評価項目
評価の観点

（具体的評価項目）
具体的目標 具体的方策 達成度

成果と課題
(左記の理由）

具体的な改善策・向上策

○学校経営方針
・学校教育目標及び学校経
営ビジョン、本年度の重点
目標の周知

・学校教育目標「みんなの学
校　みんなの授業　みんなで
活動　～共生の啓成～」とス
ローガン「感動・感謝・思い
やりのある啓成中学校」につ
いて、生徒及び保護者への周
知率を80％以上とする。

・学校教育目標、スローガン、重
点目標について、機会があるごと
に職員会議等を利用して職員へ呼
びかけ、それぞれの職員の校務分
掌の中で具現化をよびかける。
・保護者へは、ＰＴＡ総会、学校
だより、学校ＨＰ、保護者会等を
通して周知を図る。
・職員会議資料に、学校教育目
標、スローガンをかかげる。

Ａ

・保護者への周知率は、全体で７４％
となり、目標の８０%には届かなかっ
たが、ＰＴＡ総会や学校便り、看板設
置等により、周知を図ることができ
た。
・生徒への周知率は全体で８９％とな
り、昨年の６５％を大きく上回ること
ができた。学校教育目標を覚えやすい
言葉にしたことも効果的であったと考
えられる。

・今後も、ＰＴＡ総会やＰＴＡ
運営委員会、学校行事など、機
会を捉えて周知を図っていく。
また、ホームページや啓成中安
心メール等を活用して、学校の
取組や生徒の活躍等の情報を積
極的に発信していく。

○教職員の資質向上
・職員研修を通した生徒対
応力等の向上
・特別支援教育の充実

・特別の教科道徳の理論等に
関する理解を深め、人間とし
ての生き方を深められる生徒
の育成を図る。
・各クラスの困り感を持つ生
徒の共通理解に努め、個々の
生徒への支援の充実を図る。
・特別支援学級のそれぞれの
生徒のニーズにあった支援の
充実を図る。
・通級指導教室（LD/ADHD等）
の生徒一人ひとりの教育的
ニーズに対応した支援の充実
を図る。

・校内研究において、年間３回
（学期に１回）の研究授業と授業
研究会を実施する。
・職員の生徒に対する対応や支援
についてのスキルアップを図るた
めに、ケース会議や事例研究会等
を実施する。
・特別支援学級・通級指導教室生
徒の個別の教育支援計画・指導計
画を作成し、計画的・組織的な支
援を行う。
・特別支援学級の運営について、
巡回相談等を活用する。

Ｂ

・校内研究において、年間３回（１学
期：２年生、２学期：３年生、３学
期：１年生）の研究授業と授業研究会
を実施することができ、「考え、議論
する道徳」の授業づくりについて全職
員で共通理解を図ることができた。
・ＳＣを交えた生徒支援委員会や研修
会を行い、配慮を要する生徒への対応
や自殺予防等について、理解を深める
ことができた。
・個別の教育支援計画を作成すること
はできたが、活用が不十分であった。
・巡回相談での指導助言をもとに、特
別支援学級の教室環境等を整備するこ
とができた。

・「考え、議論する道徳」の授
業づくりについて、更に研究を
進めるとともに、生徒アンケー
ト等の結果から重点項目を設定
するなど、各学年の年間指導計
画の見直しを図る。
・生徒支援委員会の中に、外部
機関を交えた拡大ケース会議を
設定したり、検討事項を事前に
明確にしたりしておくなど、内
容の充実を図る。
・個別の支援計画に沿った指
導・支援ができているか、定期
的にチェックしていく。
・来年度も引き続き、巡回相談
を活用し、指導助言を受けなが
ら、指導・支援の充実を図る。

●業務改善・教職員
の働き方改革の推進

・教職員の連携促進
・時間外勤務の縮減

・学校運営を組織的に行い、
業務の効率化と分散化を図る
ことにより、個人負担の軽減
を図る。
・各学年の共同意識を高め、
職務の効率化と生徒への指導
の充実を図る。
・定時退勤日や部活動休養日
の確実な実施等により、教員
の時間外勤務の縮減を図る。

・学校行事や会議の精選・効率化
に努め、各学年や教科等が組織的
に活動しやすい環境を作る。
・定期的な学年会の中で、情報交
換や協議を行い、共通理解に基づ
いた業務を推進する。
・タイムマネジメントにより、定
時退勤日の確実な実施を行う。
・本校独自の部活動ガイドライン
を作成し、部活動の土日における
休養日を計画的に実施し、教職員
の負担軽減を図る。

Ａ

・定期的に学年会を実施することで、
共通理解に基づき、スムーズに業務を
遂行することができた。
・定時退勤日を確実に実施すること
で、職員にタイムマネジメントを意識
させることができた。
・国のガイドラインをもとに本校独自
のガイドラインを作成し、部活動の土
日における休養日を計画的に実施する
ことができた。職員のアンケート結果
においても、部活動の負担軽減につい
ての達成率は８６％と高い数値を示し
ており、大会以外は、日曜日を休養日
とすることが定着してきている。

・原則として、毎週水曜日を定
時退勤日とし、タイムマネジメ
ントを意識した業務を推進す
る。
・本校のガイドラインに沿った
部活動運営を確実に実施し、教
職員の負担軽減や効率的な部活
動指導の充実を図る。

・心の教育３セットの活用

・心の教育３セットを学校教
育の中で活用し、自他を思い
やる心、自立・自制の心、規
範意識に関する心を育て、生
徒アンケートにおいて肯定的
な回答を７５％以上にする。

・心の教育３セットを活用した授
業を実施する。
・朝や帰りの放送等で、「いま
りっこしぐさ」を全校生徒に呼び
掛け、心の教育に生かす。
・「いのちの教育」指導資料を活
用し、授業実践を行い、情報交換
する。

Ｂ

・毎朝、全校放送で「いまりっこしぐ
さ」を呼びかけたり、関連した話を担
任がしたりしたが、「いまりっこしぐ
さ」を心掛けた生活したと回答した生
徒は、５６％となり、あまり成果が得
られなかった。
・「心の教育３点セット」や「いのち
の教育」を活用した授業実践につい
て、教員の回答が５８％と低く、実践
が不十分であった。

・「心の教育３点セット」や
「いのちの教育」指導資料を活
用した授業を年間指導計画に位
置づけ実践していく。また、発
問や指導の工夫点等の情報を共
有し、実践に生かしていく。

・教育相談の充実

・生徒へのアンケートで「気
軽に話ができる友達や先生が
いる」で肯定的な回答が85％
を上回る。
・欠席が３０日以上の不登校
の生徒数を３％未満にする。
・心の居場所のある温かい学
校、学級づくりに取り組む。
・教育相談や日頃の声かけな
どによって、悩みを抱える生
徒やいじめで苦しむ生徒の早
期発見に努め、早めに適切な
処置を講じる。

・教育相談部会、定期教育相談、
親の会等を計画的に行い、学校不
適応生徒への支援方法や対応を考
え、ＳＣやＳＳＷと連携して不登
校対策に取り組む。
・教育相談週間を年に２回実施
し、生徒の心の安定を図る。
・チャレンジルームの効果的な活
用を行う。
・ＱＵテスト等を活用し、生徒理
解を深める。
・生徒への日常の声かけや観察を
大切にし、気になるところがある
生徒には担任だけでなく、複数の
職員や家庭と連携して対応する。

Ｂ

・ＳＣを加えた生徒支援委員会を実施
し、気になる生徒に対する情報共有を
行い、指導・支援に役立てることがで
きた。
・ＱＵテストを２回実施したが、結果
分析が不十分であった。
・気になる生徒については、担任だけ
でなく、複数の教員で日常の声かけや
観察を行った。また、気になることに
ついては、電話連絡や家庭訪問を実施
し、家庭とも連携しながら、指導の充
実を図った。

・生徒支援委員会の時間を短縮
するとともに、紙面での現状報
告とミニケース会議を実施する
など、内容の充実を図る。
・不登校傾向の生徒の対応につ
いては、教員だけでなく、ＳＣ
やＳＳＷ、外部の関係機関とも
連携を図りながら、対応してい
く。
・QUテストの結果分析について
の研修会を実施し、活用につい
ての理解を深める。

・人権・同和教育の充実

・部落問題学習を軸にした人権
教育を各学年で実施し、人権に
対する意識の向上を図る。
・相手の気持ちを考え、思いやり
をもって接することのできる生徒
を育てる。

・年間計画に基づき部落問題学習
に取り組む。
・道徳や学級活動等の時間を中心
に、さまざまな教材を用いて、思
いやりのある生徒、いじめを許さ
ない生徒の育成に取り組む。

Ｂ

・竹あかりコンサートの内容と関連付
けたふれあい道徳を実施するなど、い
じめや差別を許さない生徒の育成に取
り組んだ。
・年間計画に沿った部落問題学習に取
り組んだ。

・今年度も賎称語発言が県内で
も数件発生していることから、
部核問題学習だけでなく、道徳
の授業でも差別や人権について
の題材を計画的に取り扱い、差
別を許さない生徒の育成を図
る。

●いじめの問題への
対応

・「いじめ」をなくす風土
づくり

・全職員が、いじめ事案に係る覚
知と認知の内容について知る。
・いじめ件数ゼロをめざす。
・いじめ問題が発生した際の全職
員の迅速な対応を図る。

・いじめ防止のマニュアルや事例
等について、職員研修の場を設定
する。
・生活アンケートを定期的に行
う。
・「いじめ対策委員会」におい
て、いじめと認知した場合、情報
収集を迅速に行い、組織的に対応
していく。

Ａ

・今年度のいじめ認知件数は４件で
あった。うち３件は解消し、残り１件
は解消の方向に向かっている。
・生活アンケートは定期的に実施でき
た。また、問題行動に応じて臨時で調
査を行い、いじめの未然防止に努め
た。

・臨場指導を徹底し、生徒の小
さな変化を見逃さないようにし
ていく。また、生徒の出席状況
を常に把握し、気になる生徒が
いた場合は、状況を確認すると
ともに、家庭への電話連絡や家
庭訪問を行うなど、迅速に対応
していく。

○小中連携
・小中連携による９年間を
見通した指導

・年３回の両小学校との職員
の交流等を年間計画に位置づ
け実施する。
・活用力向上研究指定事業を
通して、９年スパン教育の推
進を行う。

・三校連携連絡会議の充実を図
り、小中が連携して取り組むべき
課題を明確にするとともに情報交
換を密に行い生徒の健やかな成長
を図る。また，活用力の向上を図
るため，小中連携した取組を行
う。

Ａ

・三校の研究授業等を相互に参観し、
互いに研鑽を深めることができた。
・三校連携の取組として、「テカピカ
運動（商店街等の清掃活動）」を実施
し、小中連携を深めるとともに、郷土
を愛する児童生徒の育成を図ることが
できた。

・「テカピカ運動」について
は、全体の集合場所や清掃区域
等の見直しを図る。
・三校連携連絡協議会で、学習
規律等、三校で徹底する必要が
あるものについて共通理解を
図っていく。

みんなの学校　みんなの授業　みんなで活動
　～共生の啓成～

１　みんなの学校→学年・学級づくり
　①人間尊重の精神を基盤とした学校教育の推進
　②道徳教育の推進
　③人権・同和教育の推進
　④特別支援教育の推進
２　みんなの授業→学力向上・授業力向上
　①基礎・基本の定着と活用力の向上
　②自ら学ぼうとする学習態度の育成
　③読書活動の推進
３　みんなで活動→開発的生徒指導
　①特別活動の充実
　②ボランティア活動の充実
　③ふるさと学習の推進
　④部活動の推進

３　目標・評価

①　みんなの学校→学年・学級づくり

学
校
運
営

教
育
活
動

●心の教育

重点目標を具体的に評価するための項目や指標を盛り込む

達成度 Ａ：ほぼ達成できた

Ｂ：概ね達成できた

Ｃ：やや不十分である
Ｄ：不十分である

資料２



領域 評価項目
評価の観点

（具体的評価項目）
具体的目標 具体的方策 達成度

成果と課題
(左記の理由）

具体的な改善策・向上策

・授業と家庭学習のつなが
り

・既習内容の復習を目的とし
た家庭学習を実施し、提出率
100％をめざす。また、家庭学
習の内容をプレテスト、定期
テストに出題し、正答率80％
以上をめざす。

・授業で学習した「基礎・基本」
の内容を家庭学習「自主学習ノー
ト」で復習させ、定期的な小テス
ト、プレテスト、定期テストを実
施し、定着を図る。

Ｂ

・全学年で、「自主学習ノート」の取
組を実施することができた。ノートの
好事例を学級通信等で周知を図るなど
の工夫をしている学級も見られたが、
学年や学級によって、取り組み方にば
らつきが見られた。

・家庭学習の手引き等を作成
し、保護者にも協力をお願いし
ながら、家庭学習の充実を図
る。
・課題と授業をリンクさせるな
どの工夫が必要である。

・個に応じた指導方法の工
夫

・少人数やＴＴの授業、わかる授
業実践のための工夫・改善に取
り組み、生徒アンケートにおいて、
肯定的な回答の割合を７５％以
上にする。
・Ｈ３０.１２月実施の学習状況調
査で、各教科の「知識・理解」「技
能」に関する観点の正答率が、
県の正答率と同程度になる。

・授業のめあてを明確に提示する
とともに、授業の終末の振り返り
を行い、知識の定着を図る。
・単元の中で、効果的に主体的・
対話的で深い学びを取り入れ、活
用力を身につけさせる。
・「基礎・基本の定着」を重点化
し、「授業構成シート」をもとに
した、授業計画を立て実践する。

Ｂ

・授業の中で、めあての提示方法を工
夫するなど、生徒の授業に対する意欲
や見通しをもたせることができた。
・グループ学習やペア学習などの学習
形態を工夫したが、うまく活動させる
ことができなかった。
・少人数やＴＴの授業に対する生徒ア
ンケートの結果は、肯定的な回答が７
６％で、目標を達成することができ
た。

・主体的・対話的で深い学びの
実現に向け、基礎・基本の定着
を図るとともに、学級の支持的
風土を醸成し、話し合いの仕方
や学習形態等を工夫していく。

・教育の質の向上に向けた
ICT利活用教育の推進

・ＩＣＴを利活用した指導方法の
改善を図る。

・電子黒板や、デジタル教科書等
を活用して、授業への興味関心を
高める校内研修を実施する。

Ｂ

・授業での電子黒板の稼動率は非常に
高い。生徒の学習意欲の喚起のため
に、教材研究がよくなされており、生
徒の８０％が好意的な回答であった。

・教科や教師によって、電子黒
板の使用頻度に開きがあるの
で、ＩＣＴを活用した授業づく
りに関する各教科の取組につい
て情報共有を図るなどの研修を
深めていく。

領域 評価項目
評価の観点

（具体的評価項目）
具体的目標 具体的方策 達成度

成果と課題
(左記の理由）

具体的な改善策・向上策

・保健教育と食育指導の充
実

・防煙教育・薬物乱用防止教
育・性教育などの充実をはか
る。
・給食での残菜ゼロを目指
す。
・朝食の大切さを理解させ、
喫食率１００％を目指し、
日々のリズムが良いものにな
るようにさせる。

・防煙教室・薬物乱用防止教育・
２年生を対象とした性教育講演会
を実施し、生徒及び保護者への啓
蒙を図る。
・放送や掲示物を利用し、残菜ゼ
ロの呼びかけを行う。
・母親委員会と連携をはかり、朝
食の大切さを啓発していく。

Ｂ

・防煙教室、薬物乱用防止教育、２年
生を対象とした性教育講演会を実施
し、理解を深めることができた。
・喫食率は８４．３％となり、目標に
は到達することができなかった。朝食
の大切さを生徒・保護者に今後も啓発
していく必要がある。
・ＰＴＡと連携した食育の実践は不十
分であった。

・生徒会やＰＴＡと連携を図
り、朝食やバランスの良い食事
の大切さ等を啓発していく。
・ＰＴＡ主催の食品バザー等の
機会をとらえて、食育を実践し
ていきたい。

・部活動の適性指導

・部活動や社会体育への入部
を呼びかけ、心身の健全な育
成、好ましい人間関係や生活
習慣の確立を目指す。
・部活動を通してルールやマ
ナーの大切さを認識させ、社
会生活に必要な資質や能力を
育む。
・部活動について、生徒アン
ケートで「意欲的に部活動に
参加している」等、肯定的な
回答85％以上をめざす。

・職員会議や部活顧問会議等を利
用し、部活動運営について共通理
解を図り、各部活動の状況把握や
共通実践事項の取組が適切に行わ
れているか確認する。
・生徒による部長会議等を実施
し、生徒の主体的な部活動運営能
力の育成を図る。
・生徒一人ひとりに、部活動での
目標を持たせ、自主性を基盤とし
努力することの大切さを指導す
る。

Ａ

・生徒の自己評価を見ても、部活動に
意欲的に参加できたという割合は83％
で、ほぼ目標を達成することができ
た。
・定期的に部長会議を実施し、生徒の
主体性を生かした部活動運営を心掛け
た。下校指導においても、各部の輪番
で、練習終了や完全下校の時刻を放送
させることにより、時間を意識させな
がら活動に取り組ませることができ
た。

・部活動掲示板を活用し、各部
の年間目標や月目標、活動日程
等の共通理解を図り、見通しを
もって活動に取り組ませる。
・顧問同士で協力し、臨場指導
を更に徹底する。

学
校
運
営

○地域に根差した開
かれた特色ある学校
づくり

・学校の教育活動の公開・
広報・PR

・学校、学年、学級便り等に
よって、学校の諸活動の周知
を図る。
・学校行事及びPTA行事への参
加について、保護者の参加率
50％以上を目指す。
・学校と家庭、地域が連携し
た教育活動に取り組む。
・定期的に学校公開日を設定
し、開かれた学校づくり努め
る。

・地域に根ざしたふるさと学習の
推進を図る。
・学校説明会、授業参観、保護者
会、たより、ＨＰ、啓成中安心
メール等により、学校の情報を発
信し、保護者や地域の方々に、学
校教育への参画と理解を促す。
・学校公開日を設定することに
よって、家庭や地域との連携を深
め、落ち着いた学校生活の確立に
つなげる。

Ｂ

・学校行事への参加は多かったが、Ｐ
ＴＡの役員会等への参加については、
早めに案内文書を発出したり、メール
でも呼びかけたりしたが、参加者が少
なかった。
・民生委員会や区長会に参加し、学校
の取組や生徒の様子等について情報を
発進することができた。

・ＰＴＡの役員会等への参加に
ついては、各委員会からも呼び
かけてもらい、参加者を増やし
ていく。
・学校のホームページを定期的
に更新し、情報を発信してい
く。
・土曜授業の中に、保護者も参
加できる講演会等を実施する。

領域 評価項目
評価の観点

（具体的評価項目）
具体的目標 具体的方策 達成度

成果と課題
(左記の理由）

具体的な改善策・向上策

・通学路の安全点検及び安
全指導

・交通安全への意識や行動を
高め、交通事故０をめざす。
・雨の日の送迎における危険
個所の保護者への周知率を
85％以上とする。

・交通安全教室の実施、全国交通
安全運動週間における立哨指導の
実施。
・PTA総会、保護者会を通じて、周
知を図る。

Ａ

・警察署の交通安全課や地区の交通安
全協会からから、自転車の交通マナー
等について指導していただいた。
・交通安全運動週間に合わせて、職員
で分担し、立哨指導を実施することが
できた。
・雨の日の送迎についての周知率は、
８０％となり、目標の８５％には届か
なかったが、昨年よりも周知率が高ま
り、総合判定もＡ判定となった。

・自転車通学のルールの見直し
を図る必要がある。

・食物アレルギー等への対
応

生徒のアレルギーの状況を確
認し、全職員がアレルギーに
ついての知識を持ち、対応で
きるようになる。また、連
絡・報告・相談の徹底を図る
ように努める。

・生徒のアレルギーの有・無や給
食センターから送られてくる食材
の内容を確認し、アレルギーの症
状がでないように、担当・担任・
養護教諭・本人・保護者で見落と
しがないように、給食の献立を確
認するようにする。

Ａ

・年度当初に生徒のアレルギーの情報
を確認し合い、対応について共通理解
を図った。
・アレルギーを持つ生徒に対しての対
応について確認した。

・給食の献立変更について、
メール等で連絡があった場合な
ど、給食担当と担任、養護教
諭、本人に確実に伝達し、食材
等について確認する必要があ
る。

・情報モラルの指導

・情報を安全に扱う力を身に
つけさせる。
・情報に関するモラルの向上
をめざす。

・サイバー犯罪防止講演会を行
い、情報の扱い方についての知識
や技能を身につけさせる。
・保護者との懇談会等で、子ども
の携帯やスマホの使い方に対する
協力をお願いする。

Ｂ

・5月にＮＴＴドコモから講師を招
き、情報モラルに関する講演会を実施
した。生徒の86％はきちんとマナーは
守っていると回答しているが、ＳＮＳ
等による生徒間トラブルは数件発生し
た。

・保護者と生徒の意識のずれが
課題として挙げられる。ＰＴＡ
とも連携し、保護者を交えた講
演会を実施するなど、情報モラ
ルに対する意識を高めていく必
要がある。

・危機管理体制の整備

・危機管理マニュアルに基づ
き、職員がそれぞれの役割を
確実に遂行できる。
・定期的な避難訓練等を行
い、職員及び生徒が確実に避
難できる。

・日々の巡回点検や安全点検及び
安全点検シートを確実に点検、
チェックし最大限に活用する。
・全職員への「危機管理マニュア
ル」等の配布と役割を確認させ、
早急な対応を目指す。
・緊急連絡等においては、啓成中
安心メールを活用し、情報発信を
随時行う。

Ａ

・毎月、全職員で安全点検を確実に実
施し、不良箇所の修繕等については、
事務長と相談し、早急に対応すること
ができた。
・火災消化及び避難訓練と原発事故に
係る避難訓練を実施した。
・学級閉鎖等、緊急連絡等は、学校
メールによる情報発信を随時行うこと
ができた。

・緊急時の連絡を徹底させるた
めに、啓成中安心メールの加入
率を１００％にする必要があ
る。
・訓練の意識付けを高めていく
必要がある。

●は共通評価項目、○は独自評価項目

教
育
活
動

●学力向上

教
育
活
動

●健康・体つくり

②　みんなの授業→学力向上・授業力向上

③　みんなで活動→開発的生徒指導

本年度の重点目標に含まれない共通評価項目

学
校
運
営

○危機管理


